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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

    しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

  ません。 

回次 
第75期 

第３四半期連結
累計期間 

第75期 
第３四半期連結

会計期間 
第74期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 25,598 9,152 35,941 

経常利益(△経常損失）（百万円） 333 △22 862 

四半期（当期）純利益（△四半期

純損失）（百万円） 
144 △43 455 

純資産額（百万円） － 12,442 12,818 

総資産額（百万円） － 22,157 22,038 

１株当たり純資産額（円） － 1,066.27 1,043.16 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△四半期純損失）（円） 
12.11 △3.75 37.22 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 56.0 58.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
1,287 － 717 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△201 － △407 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△209 － 57 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 2,431 1,555 

従業員数（人） － 479 473 
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２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、当社グループから当社グループ外部への出向者は除き、当社グループ外部から

     当社グループへの出向者を含んでおります。また、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平

     均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含んでおります。

また、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 479 (192) 

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 365 (165) 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の事業部門別生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価にて記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の事業部門別仕入実績は次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社グループの製品は、すべて見込生産であり、受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の事業部門別販売実績は次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 116 － 

合計（百万円）  116 － 

事業部門名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 

至 平成20年12月31日） 
前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 5,990 － 

燃料関連部門（百万円） 868 － 

その他部門（百万円） － － 

合計（百万円） 6,859 － 

事業部門名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 

至 平成20年12月31日） 
前年同期比（％） 

燃料部門（百万円） 7,628 － 

燃料関連部門（百万円） 1,489 － 

その他部門（百万円） 34 － 

合計（百万円） 9,152 － 
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２【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判断

したものであります。 

（1）業績の状況 

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する世界的な金融危機の深

 刻化に伴う世界景気の減速や世界同時株安、急激な円高を背景に、企業収益の大幅な減少、雇用情勢の急速な悪  

 化、個人消費の減少など景気低迷が深刻化しております。また企業業績の下方修正が相次ぐなど、景気の先行きに

 ついても当面はさらなる下振れ懸念が高まる状況で推移いたしました。  

  エネルギー業界におきましても、原油等の輸入価格の著しい下落により国内での燃料価格が大きく変動する中 

 で、業界間の垣根のない覇権競争の一層の激化、生活防衛意識の高まりによる個人消費の落ち込みなど、極めて厳

 しい経営環境に直面しております。 

  このような中、当社グループは、積極的な営業展開と燃料類の仕入価格の変動に応じた適正利益の確保による収

 益力の向上に努めるとともに、環境に配慮した「エネルギーのベストミックス」を提案、推進してまいりました。

  これらの結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績は、仕入価格の下落に伴う販売価格の引

 下げ等により、売上高は9,152百万円となりました。また燃料類の仕入価格の急激な下落に対して市況の下落が先 

 行したこと、棚卸評価の影響等により、営業損失は46百万円、経常損失は22百万円、当第３四半期純損失は43百万

  円となりました。 

  各部門の業績につきましては、主力である燃料部門は、適正な販売価格の維持に努めるとともに、お客様とのコ

 ミュニケーションを基本に引き続き積極的な営業活動を展開しました。売上高は販売価格の下落等により7,628百 

 万円となりました。燃料関連部門では、従来以上にリフォーム事業を推し進めるため、各種イベントに参加してお

 客様の高い満足の得られる生活提案を行ってまいりました。その結果売上高は1,489百万円となりました。またそ 

 の他部門では、ゴルフ練習場においてゴルフ教室の開催等により固定客の確保に努めてまいりました結果、売上高

 は34百万円となりました。 

  （2）キャッシュ・フローの状況 

  当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、2,431百万円とな 

 りました。 

  当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果獲得した資金は320百万円となりました。これは主に仕入債務の増加額671百万円、棚卸資産の減

 少額419百万円、減価償却費148百万円の増加要因、売上債権の増加額704百万円、法人税等の支払額178百万円等に

 よるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動により獲得した資金は24百万円となりました。これは主に定期預金の払戻しによる収入197百万円、有 

 形固定資産の取得による支出173百万円等によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動により獲得した資金は806百万円となりました。これは主に短期借入金の純増減額844百万円等によるも

 のであります。 

  （3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

    当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

  該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１．単元株式数は、1,000株であります。 

２．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 12,300,000 12,300,000 ジャスダック証券取引所 (注） 

計 12,300,000 12,300,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 
－ 12,300,000 － 1,512 － 379 
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（６）【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

①【発行済株式】 

（注）１．単元株式数 1,000株 

   ２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

   ②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 735,000 －   （注）１．２． 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,511,000 11,511     同上 

単元未満株式 普通株式 54,000 －   （注）２. 

発行済株式総数 12,300,000 － － 

総株主の議決権 － 11,511 － 

平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンリン株式会社 

長野県東筑摩郡山

形村字下本郷

4082-3 

610,000 － 610,000 4.96 

新潟サンリン株式

会社 

新潟県新潟市東出

来島11-18 
125,000 － 125,000 1.02 

計 － 735,000 － 735,000 5.98 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 560 545 530 543 510 510 480 470 523 

最低（円） 550 496 480 495 480 455 460 460 470 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,706 3,106

受取手形及び売掛金 ※3  3,957 4,294

有価証券 1,000 1,000

商品及び製品 1,063 1,385

仕掛品 92 85

原材料及び貯蔵品 309 187

繰延税金資産 133 189

その他 205 95

貸倒引当金 △13 △16

流動資産合計 10,455 10,327

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,820 7,840

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,020 △6,032

建物及び構築物（純額） 1,799 1,808

機械装置及び運搬具 3,936 3,813

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,154 △3,093

機械装置及び運搬具（純額） 781 719

工具、器具及び備品 2,179 2,195

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,784 △1,791

工具、器具及び備品（純額） 394 403

土地 5,818 5,839

建設仮勘定 23 29

有形固定資産合計 8,818 8,799

無形固定資産   

その他 102 116

無形固定資産合計 102 116

投資その他の資産   

投資有価証券 2,131 2,156

繰延税金資産 242 222

その他 556 562

貸倒引当金 △149 △147

投資その他の資産合計 2,780 2,794

固定資産合計 11,701 11,711

資産合計 22,157 22,038
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  3,260 2,749

短期借入金 3,913 3,942

1年内返済予定の長期借入金 404 209

未払法人税等 9 230

賞与引当金 62 218

関係会社事業損失引当金 122 122

その他 480 443

流動負債合計 8,254 7,915

固定負債   

長期借入金 318 206

退職給付引当金 805 757

役員退職慰労引当金 153 164

負ののれん 1 －

繰延税金負債 34 34

その他 146 141

固定負債合計 1,460 1,304

負債合計 9,714 9,220

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,512 1,512

資本剰余金 1,246 1,246

利益剰余金 9,869 9,908

自己株式 △339 △37

株主資本合計 12,289 12,631

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 126 145

評価・換算差額等合計 126 145

少数株主持分 26 41

純資産合計 12,442 12,818

負債純資産合計 22,157 22,038
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 25,598

売上原価 21,088

売上総利益 4,509

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 1,406

賞与 230

退職給付費用 107

役員退職慰労引当金繰入額 30

その他の人件費 418

賞与引当金繰入額 40

貸倒引当金繰入額 3

消耗品費 436

減価償却費 376

その他 1,231

販売費及び一般管理費合計 4,282

営業利益 226

営業外収益  

受取利息 9

受取配当金 24

受取賃貸料 19

持分法による投資利益 16

その他 83

営業外収益合計 153

営業外費用  

支払利息 44

その他 2

営業外費用合計 47

経常利益 333

特別利益  

固定資産売却益 8

補助金収入 22

その他 5

特別利益合計 36

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産圧縮損 22

固定資産除却損 54

減損損失 31

特別損失合計 108

税金等調整前四半期純利益 260

法人税等合計 ※1  130

法人税等還付税額 △32

過年度法人税等 17

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 144
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 9,152

売上原価 7,703

売上総利益 1,449

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 481

賞与 69

退職給付費用 35

役員退職慰労引当金繰入額 9

その他の人件費 144

賞与引当金繰入額 40

貸倒引当金繰入額 4

消耗品費 137

減価償却費 135

その他 436

販売費及び一般管理費合計 1,495

営業損失（△） △46

営業外収益  

受取利息 2

受取配当金 1

受取賃貸料 6

持分法による投資利益 6

その他 23

営業外収益合計 41

営業外費用  

支払利息 16

その他 1

営業外費用合計 17

経常損失（△） △22

特別利益  

固定資産売却益 1

特別利益合計 1

特別損失  

固定資産売却損 0

固定資産除却損 0

減損損失 20

特別損失合計 21

税金等調整前四半期純損失（△） △42

法人税等合計 ※1  △8

法人税等還付税額 △8

過年度法人税等 17

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △43
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 260

減価償却費 407

減損損失 31

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △155

退職給付引当金の増減額（△は減少） 48

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10

受取利息及び受取配当金 △33

支払利息 44

持分法による投資損益（△は益） △16

固定資産圧縮損 22

補助金の受取額 △22

固定資産除却損 54

固定資産売却損益（△は益） △7

売上債権の増減額（△は増加） 337

たな卸資産の増減額（△は増加） 193

差入保証金の増減額（△は増加） 6

仕入債務の増減額（△は減少） 511

その他 10

小計 1,680

利息及び配当金の受取額 50

利息の支払額 △45

法人税等の支払額 △412

法人税等の還付額 32

過年度法人税等の支払額 △17

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,287

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の増減額（△は増加） 276

有形固定資産の取得による支出 △495

有形固定資産の売却による収入 9

投資有価証券の取得による支出 △5

無形固定資産の取得による支出 △1

子会社株式の取得による支出 △11

貸付けによる支出 △2

貸付金の回収による収入 4

その他の収入 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △201

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △29

長期借入れによる収入 550

長期借入金の返済による支出 △243

自己株式の取得による支出 △302

配当金の支払額 △184

少数株主への配当金の支払額 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △209
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 876

現金及び現金同等物の期首残高 1,555

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,431
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  １．連結の範囲に関する事項の変更 

   （1）連結の範囲の変更 

     第３四半期連結会計期間において、サンリン松本石油株式会社を存続会社として、サンリンエネルギー商事株

    式会社を吸収合併し、合併後の社名をサンリン松本エネルギー株式会社といたしました。そのためサンリンエネ

    ルギー商事株式会社を連結の範囲から除外しております。   

   （2）変更後の連結子会社の数 

     ６社  

    

  ２．会計処理基準に関する事項の変更   

    棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

    たな卸資産については、従来、原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価 

   に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価

   額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

    これにより、損益に与える影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

   該当事項はありません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末において算定した貸倒実績率

等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定

しております。 

２．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
当第３四半期連結会計期間末 

（平成20年12月31日） 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

 １．受取手形割引高   （百万円）

  60 

  （百万円）

  130 

 ２．保証債務   下記の会社の金融機関からの借入金

に対し、保証を行っております。 

  下記の会社の金融機関からの借入金

に対し、保証を行っております。 

    （百万円）

ヨーケン㈱ 189 

  （百万円）

ヨーケン㈱ 137 

 ※３．期末日満期手形   四半期連結会計期間末日満期手形の 

 会計処理については、手形交換日をも 

 って決済処理しております。なお、当 

 四半期連結会計期間の末日が金融機関 

 の休日であったため、次の四半期連結 

 会計期間末日満期手形が四半期連結会 

 計期間末残高に含まれております。 

  （百万円）

 受取手形 94 

 支払手形 244 

 設備支払手形 85 

        ――――――   

  

  

  

  

 

    

    

    

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、 

  合算して法人税等で表示しております。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、 

  合算して法人税等で表示しております。 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 （平成20年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 3,706 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △1,275 

現金及び現金同等物 2,431 
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式      12,300,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式        656,091株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 エネルギー関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高及び営業利益の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前連結会計年度末（平成20年３月31日）から、当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）までの間に、

著しい変動のあったものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 184 15 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益（又は損失（△））金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益（又は損失（△））金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。  

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,066.27円 １株当たり純資産額 1,043.16円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 12.11円

 なお、１株当り四半期純損失であり、また潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △3.75円

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 144 △43 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
144 △43 

期中平均株式数（千株） 11,957 11,645 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年２月12日

サンリン株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 福田 厚  印 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 福井 利幸 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンリン株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンリン株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

  告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年２月13日 

【会社名】 サンリン株式会社 

【英訳名】 SANRIN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 柳澤 勝久 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 長野県東筑摩郡山形村字下本郷4082番地３ 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役社長柳澤勝久は、当社の第75期第３四半期（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 




